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わが国の保育士の私的な子育てをめぐる動向
片山　美香※1
　本研究では，私的な子育てをめぐる雇用条件や職場の状況といった環境要因，保育者の私的な子
育てに対する認識という個人の内的要因の両面から，保育士にとっての私的な子育てをめぐる現況
を整理した。
　その結果，両立するにあたっては，多様な働き方改革の制度を利用し，離職しなくても一時的に
仕事よりも家庭生活・子育てを重視した生き方を実現できる可能性が拓かれてきていることが確認
された。また，両立の困難に対処する中で保育の専門性が洗練されている事実も確認出来た。また，
従来，子育てとの両立で最も大変な時期は，子どもの就学までと捉えられがちであったが，それ以
降の発達期にも引き続き，時間とエネルギーを要する可能性が示唆された。保育士が捉える私的な
子育てのより詳細な検討課題として見出された。
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※1　岡山大学大学院教育学研究科
Ⅰ　問題の所在と目的
１　男女共同参画社会の推進
　「雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（通称：男
女雇用機会均等法」(1985年制定，1986年4月施行)の施行以降，女性の就業に関わる
状況は大きく変化してきている。女性の就労は，その機会が護られるようになると
共に，1997以降は共働き世帯数が男性雇用者と無業の妻から成る世帯数を上回るよ
うになっている（内閣府，2014）。女性にとって妊娠・出産・育児というライフイベ
ントが職業キャリアに与える影響は大きく，妊娠・出産を機に，退職し，家庭に入
る選択をする女性は依然として少なくないものの，徐々に女性が妊娠・出産を経て，
子育てしながら就労する環境が整いつつある。
　少子化という社会問題と相まって，1991年の育児休業法（育児休業等に関する法
律）では，それ以前の雇用主の努力義務を基本とした「働く女性」に加え，「働く男性」
も対象とした制度に改められた。同法は，初めて「働く男女」を対象に育児休業の
権利が保障されたという点において，社会的に重要な意味がある。その後，1995年
には，介護休業制度の法制化を受け，育児・介護休業法（育児休業，介護休業等育
児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律）となり，すべての事業所で育児
休業が義務化されるようになった（小川，2010）。女性の就労促進に付随して，育児
との両立支援が施策の重点的な課題となっている。特徴的なのは，男性の育児への
参加が奨励されるようになってきたことである。2002年には「少子化対策プラスワ
ン」が提出され，男性を含めた働き方の見直しが柱の１つとして加えられた。さらに，
― 69 ―
片山　美香
2007年には『仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章』と『仕事と生
活の調和推進のための行動指針』を決定（内閣府，2009）し，性や年齢などにかか
わらず，誰もが自らの意欲と能力を持って様々な働き方や生き方に挑戦できる機会
が提供されるようになった。また，子育てや親の介護が必要な時期など，個人の置
かれた状況に応じて多様で柔軟な働き方が選択できる社会が推進されている。しか
も公正な処遇が確保され，誰もがやりがいや充実感を感じながら働き，仕事上の責
任を果たす一方で，子育て・介護の時間や，家庭，地域，自己啓発等にかかる個人
の時間を持てる健康で豊かな生活ができる社会を目指す方針が打ち出されている
（ 内 閣 府http://wwwa.cao.go.jp/wlb/government/20barrier_html/20html/charter.
html）。
２　待機児童の社会問題化と保育士不足
　このような社会的状況において，国立社会保障・人口問題研究所「第15回出生動
向基本調査（2015）」によると，結婚前後で就業を継続した妻の割合が初めて７割を
超えた。その内，出産後も就業継続した割合は53.1％へと増加し，女性の結婚，出
産と仕事との両立への意識や行動がかなり変化してきたことがわかる。また，「少な
くとも子どもが小さいうちは，母親は仕事を持たずに家にいるのが望ましい」と回
答した既婚女性（妻）は63.7％に減少しており，「３歳児神話」から解放されつつあ
る女性の就業率が高まっていることが見てとれる。
　このような女性の社会進出に伴う共働き家庭の増加は，「待機児童問題」という新
たな社会的問題を生み出し，保育士の確保が喫緊の課題となっている。厚生労働省
は，子ども子育て支援新制度（2015）の開始に先立ち，2013年に「待機児童解消加
速化プラン」を出し，保育の量の拡大を図る一方，保育士の人材確保が急務となっ
た。しかしながら，保育現場では慢性の保育士不足が焦眉の課題であり，待機児童
の解消が困難な状況にあるのが実状である。このような保育士不足の背景には，毎年，
資格取得者の内の半数に満たない者しか専門職に就かない上に，就職したとしても
平均勤続年数が８年に満たないという現実がある。現場は経験年数10年未満の比較
的経験年数の浅い保育士が56.4％（平成25年社会福祉施設等調査）を占める等，保
育士が長期的に就業することが容易でない状況にある。指定保育士養成施設である
短期大学の卒業生を対象とした調査（澤津ら，2016）によると，離職理由は「結婚
（33％）」が最も多く，「妊娠・出産（21％）」，「仕事量が多い（17％）」，「勤務時間が
長い（15％）」「給与が安い（14％）」と続く。社会全体では，社会保障の制度が整備
され，男女の雇用促進，仕事と子育ての両立支援が推進され，出産・育児を経験し
ている女性の就労が増加傾向にあるにもかかわらず，その女性たちの仕事と子育て
の両立支援の担い手として期待される保育士自身の両立が困難であるという現実は，
なんとも皮肉な事態である。
　なぜ，このような事態を招いているのであろうか。保育士自身が子どもをもつ親
となることは想像に難くないが，保育士の私的な子育てに関しては，これまであま
り取り上げられてこなかった。
　そこで，本稿ではまず，保育士の私的な子育てをめぐる雇用条件や職場の状況と
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いった環境要因，私的な子育てに対する認識という個人の内的要因の両面から，保
育士にとっての私的な子育てをめぐる現況を整理する。続いて，保育士不足の解消
と保育士の現場への定着及び質の保障の観点から，子育て中も保育士が常勤で働き
続ける要件と課題について検討を行う。さらに，他職種の状況と比較することによっ
て，保育士に特有の仕事と私的な子育てとの両立を困難にする要因が存在するかど
うかについても検討を加えながら，保育士の継続就労を導くために克服すべき課題
と解決に際しての今後の課題を提示することを目的とする。
Ⅱ　保育士の雇用環境から見た私的な子育てをめぐる状況
１　保育士の私的な子育てと仕事の両立を図るための制度
　厚生労働省の「【平成29年10月1日施行対応】育児・介護休業法のあらまし」（http://
www.mhlw.go.jp/bunya/koyoukintou/pamphlet/dl/34_06.pdf）によると，保育士の
場合，正規職員ではなく，パートやアルバイトなどの非正規雇用職員であっても，
勤務先の健康保険に加入している女性職員であれば「育児・介護休業法」の適用対
象となり，産休の取得が可能とされている。しかしながら育休に関しては，期間雇
用の労働契約で働く場合，申請時点で「1年以上その事業主に雇用されている」，「子
の１歳の誕生日以降も引き続き雇用されることが見込まれる」，「子の２歳の誕生日
の前々日までに労働契約期間が満了し，更新されないことが明らかでない」といっ
た要件を満たすことが求められている。正規雇用でない場合，出産後の仕事と家庭
の両立にはいくつかの条件を満たす必要がある。
　正規職員として雇用された保育士の場合，先述した育児・介護休業法の適用対象
となるため，原則として１歳に満たない子を養育する男女労働者は，所定の育児休
業を取得することができる。配偶者が居る場合，法制化された育児休業としては，
最大２歳までの取得が認められている（人事院，2018）。就業規則で育休期間を３歳
までとしている事業所も多数存在し，保育士の場合も，公立保育所等であれば，３
歳までの育休取得を認めている自治体も少なくない。
　一億総活躍国民会議（2015）における「夢を紡ぐ子育て支援」の数値目標には，「妊
娠・出産，子育てによる不本意退職を解消する」ことが示され，女性（25 ～ 44歳）
の就業率を70.8％（2014年）から76％（2020年）に引き上げるという具体的な数値
目標が示されている。これを実現するための方策が具体的に取られている例も見受
けられる。例えば，保育士と同様に教育を生業とする教員の場合，保育士と同じく
女性が多く，配偶者も教員であることが多い。このことから，育児休業の取得促進
に加え，復職直後の両立に不慣れで，新しい環境に脆弱な子どもが体調を崩す等に
より教員が職務に支障を来すような場合が少なくないことを想定して，様々な雇用
形態の選択肢を用意され，働き方の改革を推進している自治体が散見される。例え
ば，愛知県教育委員会教職員課（http://www.pref.aichi.jp/uploaded/attachment/
　247551.pdf）では，次世代育成支援対策推進法第19条の規定に従い，正規採用教
員に限って，子どもが満６歳に至るまで，利用者の状況に応じて働き方を選べるよ
うな柔軟な制度が設けられている。具体的には，４種類の勤務形態の選択肢を設け，
平日月曜日から金曜日の内，「１日３時間55分の勤務」や，「４時間55分の勤務」，「平
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日の３日間のみの勤務で１日７時間45分の勤務」，「平日の３日間のみの勤務の内，
２日間は７時間45分，あと１日は３時間55分」のように，無理なく，各家庭の状況
に合わせた勤務が選択できるよう整備されている。このような手厚い制度確立の背
景にはは，育児を経験することにより教育実践に変化があったと自認する男性教師
が83.3％，女性教師が96.0％（山崎，1998）であるように，私的な子育ての経験が
教師としての力量形成に一定の有用性を認めているためであろう。実効性のある制
度の確立，制度の運用によって初めて，その効果がもたらされると言えよう。
　一方，政府の施策実現のための一翼を担う保育士は，一般社会の女性の動向とは
異なり，職場の約半分が経験年数10年未満（平成25年社会福祉施設等調査　厚生労
働省統計部）の若手が占めており，中堅に至って離職する者が少なくない。平成20
年度に厚生労働省に登録されている保育士の内，96.6％が女性であることを見ても，
女性保育士が社会における保育の担い手として十分機能するためには，女性保育士
の出産・育児を視野に入れた労働環境の整備が必須であることが分かる。厚生労働
省（2015）は，「保育士確保プラン」として，保育士確保施策の基本となる「４本の
柱」の１つに，「Ⅳ 働く職場の環境改善」を掲げ，雇用管理改善を図るための取組
と称して，保育所監理者を対象とした，保育士等の離職防止につながる雇用管理等
の研修の実施や，保育事業者自らが雇用管理の状況を把握できるチェックリストの
作成に乗り出す方向性を示している。制度の確立に留まらず，保育士自身が両立し
やすい職場環境を確実に実現していくための方策と言えよう。また，「短時間正社員
制度」といって，正規職員と同等の業務を担当できるが，勤務時間を短時間に抑え
る制度の導入も試みているようである。しかしながら，一部の企業や法人が導入し
始めているにとどまっており，あまり普及していないようである。その理由としては，
この制度自体の内容が十分周知されていないことや，実際に導入したとしても，シ
フトや時間内に執行できる業務がどのくらいあるのかといった点に不安要素が払拭
できないといった，運用面に課題があること等が指摘できる。
　社会的な就労状況の変化に伴う，就労環境の制度整備と実効性のある制度設計が
積極的に行われ，保育現場が両立しやすい環境へと改善されることが急がれる。
２　保育士の雇用制度の利用状況と仕事と私的な子育ての両立
　このような仕事と子育ての両立を可能にする制度の充実化が図られる一方，保育
士はこれらをどの程度，利用出来ているのであろうか。育児休業取得率等の統計は
検索しても，なかなか情報を手に入れることが出来ないのが現状である。その理由
としては，就学前教育・保育施設としての幼稚園，保育所，こども園は，いずれも
義務教育でなく，管轄する省庁が一本化されていないことから統一的なデータが非
常に乏しいことが指摘されている（後藤，2009）。
　そこで，保育士が多く閲覧すると予想される「保育士求人―保育のお仕事―
https://hoiku-shigoto.com/report/male-nurse-career/maternity-and-childcare-
leave-　enquete/）」のサイトを参照したところ，保育現場の声として，保育士の半
数以上が「産休・育休取りにくい」としている声が掲載されていた。例えば，2017
年６月12日に掲載された現職保育士への調査結果の内容によると，保育士という仕
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事について「産休・育休が取りやすい職業だと思う」と回答したのは，全体のわず
か20%。それに対し「産休・育休が取りにくい職業だと思う」は52%，「どちらとも言
えない」は28%という結果であった。調査方法や対象者人数，その属性などが明確に
されていないため，あくまで参考程度に留めなければならないが，職場全体が人員
不足であること，担任制をとっているため，自分が担任を抜けた後の人員を補充で
きないのではないかとの懸念が年度途中で抜けにくい状況を生み，休業取得の弊害
となっている可能性が示唆される。社会的に女性の就労が奨励され，そのための両
立支援の整備が拡充される一方で，保育士自身は，その制度の利用に困難を抱えて
いることが分かる。同調査によると，「産休・育休制度が整っていると感じるか」と
いう質問に対しては，「整っていると感じる」という回答が56％，「整っていないと
感じる」という回答が30％。「どちらとも言えない」11％，「わからない」3％という
結果で，半数以上が制度整備の実感を持っているという結果も示されている。「整っ
ていないと感じる」と回答した理由としては，「取得自体は可能だが，職員数などの
職場環境を考えると取りにくい（55％）」，「十分な期間の休業ができない（50％）」等，
職員の人員不足に起因し，あっても使えない制度と認識されている。両立制度の活
用の観点から保育士の私的な子育てを捉えた場合，個人の主体的な選択とは別に，
現場の人手不足を理由に，私的な子育ての優先，つまり，離職して子育てに専念す
るライフコースを選択せざるを得ない可能性が示唆されたと言えよう。
　保育士職を志向し，継続就労できるという自己効力感を持ち，実際に継続就労す
る好循環を創出する制度が確実に稼働することによって初めて，安定的な保育の量
の供給と，力量を兼ね備えた保育士による質の高い保育の実現化が可能となると言
えよう。保育士のニーズに対応し，両立実現のための理に適った制度の確立が急務
である。
Ⅲ　保育士自身の私的な子育てに対する認識
１　保育士の私的な子育てと仕事の両立の環境要因における現況
　保育士の私的な子育ての現況を探るため，CiNii Articles-国立情報学研究所の電
子ジャーナルデータベースによって，「保育士」，「保育者」，「わが子」，「子育て」，「親」，
「親役割」，「両立」をキーワードとして，文献検索を行って内容を確認したところ，
保育者の私的な子育ての体験が具体的に取り上げられた論文は，ほとんど認められ
なかった。保育士の私的な子育てについては，あまり詳細な研究が行われていない
ようである。
　先述した「保育士求人―保育のお仕事（https://hoiku-shigoto.　com/report/
male-nurse-career/maternity-and-childcare-leave-enquete/）」のサイト（2017年
６月12日に掲載された現職保育士への調査結果）によると，「職場における産休・育
休の実際の取得者の有無」を問う結果では，「いる」との回答が74％，「いない」と
の回答は12％であった。産休・育休の取得が難しいという認識を抱きつつも，取得
する努力をしている事実が見て取れる。ベネッセコーポレーションが全国の園児数
30人以上の幼稚園，及び認可保育所の管理職を対象に「第１回幼児教育・保育につ
いての基本調査（2008）」として，大規模広域調査を行ったところ，経験年数が５年
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未満という若いスタッフが国公立幼稚園では36.0％，私立幼稚園では半数を超える
50.7％，保育所でも公営は29.4％は41.1％と高い割合を示していた。公立は，地方
公務員の処遇が適用されるため，私立に比べて産休・育休の制度が充実しており，
比較的経験年数を重ねた保育者が存在する。「妊娠，出産後も勤務を継続している保
育者がいる」と回答したのは，国公立の幼稚園では83.3％，私立幼稚園では62.8％
と差があることが示されている。
　制度設計とその運用面においては，義務教育以降の方が制度設計及び運用に歴史
があり，より洗練されているのではないかと考えられる。
２　保育業務との両立における私的な子育ての経験と両者の関係に対する認識
　では，子どもの発達を促すという共通した目標に沿って子育てを，仕事役割，親
役割として実践する保育者は，両者間でどのような経験をするのであろうか。保育
者の仕事と家庭の関係について調査した上田ら（2007）は，保育者にとっての子育
てが「子ども理解」や「保護者理解」といった専門的力量の向上を助け，その力量
が逆に私的な子育てにも役立つと認識していることを明らかにしている。より効果
的に両者の子育てを遂行するためには，その利点及び課題を認識した上で必要な事
項に配慮し，人生早期の基盤を育てる乳幼児にかかわることが重要であると考える。
保育者の業務は自身の感情が揺さぶられる体験を伴う。それは，私的な子育ても同
様である。両者ともに，その揺さぶられ体験に見通しを持って，仕事役割，親役割
に臨むことが両立を継続する上で欠かせない個人に求められる力量の１つと言えそ
うである。
３　両立支援的組織文化の醸成と私的な子育て経験に見る保育職との関係性
　家庭と仕事との統合を促進させる支援の１つとして，看護職の現場では，両立支
援的組織文化の重要性が指摘されている（竹内，2010）。両立支援的組織文化（Work-
family Culture）とは，従業員の仕事と家庭の統合を組織が支持し，価値を置く程
度に関し，従業員が共有する暗黙の了解・信念・価値」（Thompson et al.,1999 ）
と定義される概念である。保育士を対象とした同様の研究は認められないが，先
に示した「保育士求人―保育のお仕事―（https://hoiku-shigoto.com/　report/
male-nurse-career/maternity-and-childcare-leave-enquete/）」のサイトに掲載さ
れている保育士の半数以上が「産休・育休取りにくい」としている保育現場では，
未だ両立支援的組織文化の構築が困難な状況に置かれていることがわかる。
　働く母親の適応状況には，労働条件をはじめとする環境属性要因の他に，母親個
人の認識と対処が影響していることを指摘している。筆者らが行った中堅保育者を
対象として調査（西山・吉田・片山，2015）では，アイデンティティの達成がモラ
トリアム期にある場合，仕事と家庭の両立の課題に直面しつつも，将来の自己成長
を望み，努力する姿が見出されている。就労継続を可能にする要因については，保
育者を取り巻く環境要因に加えて，保育者自身が仕事や子育てをどのように認識し
てバランスをとり，自らに位置づけるかが就労継続に影響を及ぼしていると言えよ
う。
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（１）私的な子育て経験に見る保育職との関係性
　小泉（1997）は，仕事と家庭の多重役割と心理的側面について研究を行い，仕事
と家庭の役割間には葛藤が存在すること，両者間のネガティブな関係が強くなると
精神的健康に支障を来すことを指摘している。女性の家庭における役割としての子
育ては，保育者の場合，共通する部分が少なくない。そのため，保育者としての経
験が，子育てに役立っているとする評価は非常に高値であった（岡村ら，2017）。
　上田ら（2007）は，この観点から，公立幼稚園・保育所の勤務する女性教諭及び
保育士（保育者と呼ぶ）89名を対象とし，仕事と家庭の多重役割について，「仕事か
ら家庭」，「家庭から仕事へ」の影響をそれぞれポジティブ面とネガティブ面の両面
から調査した。その結果，家庭から仕事へのポジティブな影響が最も高く認識され
ていることを示した。逆に，仕事から家庭への影響については，従来，ネガティブ
な影響が取り上げられることが多かったが，保育者の場合，「仕事で得られることは，
家事や育児などに役立つ」と，仕事と家庭の役割間にポジティブな相互関係を認識
しやすいことが見出されている。とくに，「家庭から仕事へ」のポジティブな影響と
しての「子育てが仕事に与える影響」である，「子どもの気持ちや行動が理解出来る
ようになり，発達が捉えやすくなった」，「子どもへの接し方に変化が生まれた」といっ
た「子ども理解」の向上が最も多く挙げられていた。自分と同じ立場の保護者へ共
感したり，悩みが共有できるようになったりという「保護者の気持ちの理解」がそ
れに続いた。
　他方，ネガティブな影響としては，子どもの病気時にやむなく欠勤することや，
保育中に子どもの様子が気になる等，子育てをしていることで仕事に時間的，精神
的悪影響が出ると認識する「仕事の停滞・休暇・不健康な生活」に関する回答が多かっ
た。この課題については，子育て中の女性保育士・教員が共通して直面する問題と
して見出されている（大谷，2009）。他職種にも見られ，職種を問わず，共通する子
育て上の避けられない困難であることが分かる（藤本・木戸，2011；久保，2015；
竹下ら，2017）。また，同じ立場であるがゆえに「私は○○が出来たのに」と子ども
の保護者に対する批判が生まれる「保護者への批判」，保育対象の子どもをわが子の
成長と比較する「わが子との比較」という回答も比較的多く認められるなど，保育
者独自の認識も明らかにされた。全体として，仕事に対する子育ての良い影響が悪
い影響の６倍近く挙げられており，保育者の場合，仕事と私的な子育てとが拮抗し
ない，特有の専門性ゆえの利点であると捉えられた。
　また，仕事が子育てに与える影響としては，「子どもの成長をおおらかに受け止め
ることが出来る」，「童謡や踊りをたくさん知っているので教えることが出来る」等，
「子育てに活かせる知識や経験」，「他の子どもを見ている分，自分の子どもがかわい
い」，「自分の子どもの良いところが見えやすい」等，仕事を通して「わが子への思
い」がより一層肯定的な思いと共に認識されていた。また，「仕事が充実しているこ
とで自身が生き生きしていられることが子どもとの良好な関係をもたらすこと」や，
「親が仕事を始めたことでわが子が家事を手伝うなど自立が促された」といったポジ
ティブな影響も見られた。これらは，母親の仕事への満足度が高く，仕事に良好な
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関与をしていることを介して，子育てに間接的にポジティブな影響をもたらしてい
る結果であると推察される。反対のネガティブな影響としては，「子どもと関わる時
間の減少」や「ストレスや疲れ」といった職種を問わず共通した内容（藤本・木戸，
2011；久保，2015；竹下ら，2017）に加え，「子どもや子育てに関する情報が入りす
ぎてしまうがゆえに子どもへの教育が厳しくなったり，いい加減になったり等，わ
が子の教育への歪みが生じる」といった認識，「休みを取りにくい」といったことが
挙げられた。
　総じて，保育士の場合，子育てが仕事に与える影響が強く認識されており，その
質としては「良い影響」が「悪い影響」を大きく上回っていることが明らかにされた。
一方，仕事が子育てに与える影響は「悪い影響」の方が「良い影響」を上回っているが，
保育者としての専門的知識や経験が「子育てに活かせる知識や経験」であるという
意味においては，保育者が得られる特権的なメリットであり，保育者がこのことを
強く認識していることも明らかになったと言えよう。保育者の仕事から家庭，家庭
から仕事へのポジティブな影響に関連する要因として，子育てに対する夫の分担割
合が高いことが促進的に作用することもわかった。とりわけ，夫の協力が家庭から
仕事へのネガティブな影響を軽減する鍵になることにも言及されていた。
（２）「母親としての自己」と「保育の専門家としての自己」の有機的な統合
　仕事と私的な子育ての両立を精神的な健康を保ちつつ実現するために必要な条件
として，３つ挙げられるのではなかろうか。
　まず第１に，私的な子育てと仕事の両立を可能にする休暇制度等の物理的な環境
と，実際の取得を可能にする職場の両立支援的組織文化が必要なことである。この
点については，社会全体での取組が推進されつつあることが本稿で確認できた。
　第２に必要なのは，本人が仕事と私的な子育てを両立することに価値や意味を見
出すことであろう。仕事と私的な子育てとの間には，相互に正負の影響を及ぼし合
うことが明らかにされている（上田ら，2007）。この相互に及ぼし合う影響が負の要
素ばかりでなく，正の要素も十分にあると本人が十分に認識することが，両立を維持・
継続する意識に結びつくと考える。実際，上田ら（2007）の研究においては，保育
者は子育てが仕事に与える良い影響を悪い影響よりはるかに多く評価しており，保
育者にとって保護者との連携という最も難しい専門的力量を向上させる上で，子育
てが役立つと認識していることを示している。一方，仕事から子育てに与える影響
としては，「子どもと関わる時間の減少」等，あらゆる職種に通じる事柄を負の影響
として捉えているものの，保育という専門性により，多様な子どもや保育・養育に
関連する知識や技術を有することが子育てへの有用性の意識へとつながり，両立の
価値を認識するに至るのではないかと考える。
　第３に必要なのは，母親としての自己の理想と現実，保育を担う専門家としての
自己の理想と現実にどのように折り合いがついているかということである。つまり，
親としてのアイデンティティ，保育者としてのアイデンティティを統合した自己の
アイデンティティが適度に保たれているかということである。従来，仕事と家庭役
割が互いに影響を及ぼし合うことを前提とした研究では，仕事と家庭の役割間のネ
― 76 ―
12
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30
31
32
33
34
35
36
37
38
39
40
わが国の保育士の私的な子育てをめぐる動向
ガティブ・スピルオーバー註１）が強調されて研究されてきた（小泉，1997）。臨床
心理士を対象として両立の経験の質を検討した山口・岩壁（2012）は，子育てが仕
事に与える悪影響として，複数の役割のそれぞれに費やす時間に制約が生じること
から，母親としても仕事役割に関しても，自身の決定や能力の足りなさを痛感せざ
るを得ないことを見出している。仕事も子育ても，家庭も中途半端と言う自己評価は，
自己を貶め，あらゆる役割の遂行を滞らせてしまうことにつながりかねないと言え
よう。
　また，多くの女性保育士・教員たちは，子どものお迎えや看病などのために，他
の同僚と同じように働けないことを「申し訳ない」と感じる一方，子どもの迎えを
気にしながら会議に出席し，早退しては「職場に迷惑をかけた」，「十分仕事ができ
なかった」，「同僚に申し訳ない」と感じ，母親しては「保育園のお迎えに間に合わ
ない」，「わが子との時間が少なく，申し訳ない」と，日々葛藤が続く中で，両立に
自信を失い，離職につながる可能性も指摘されている（大谷，2009）。
　先の上田ら（2007）の調査における保育者は，「子育てに時間をとられるために，
思うように仕事が出来ないことへの焦り」や，「キャリアアップをあきらめざるを得
ない無念さ」といった，個人，あるいは職業アイデンティティの阻害要因として私
的な子育てを認識していなかった。これは，私的な子育てが職務内容に直結する保
育者ゆえの特徴であり，職場において両立支援的組織文化が醸成されつつある結果
である。
Ⅳ　私的な子育てと仕事の両立に関する認識―他職種との比較―
　看護師や医師の場合も，保育士と同様，医療現場における人材不足が問題視され
て久しい（内藤，2016）。医師の場合，医師総数に占める女性医師の割合の増加に伴
う労働環境の未整備が問題とされている。女性医師は出産・子育てを理由に，卒後
10年以内に離職，あるいは非常勤に転換する傾向にあるという（大越，2010；日本
産婦人科医会，2015）。どのような両立支援制度が必要かといった議論は多いが，制
度を整備しただけでは不十分であるとの指摘もあり，保育者の継続就労の促進にも
参考になりそうな知見である。
　女性医師の場合，12歳以下の子どもが居る者の約３割が非常勤，アルバイトとし
て勤務しており，最も高い属性として挙げられている（JILPT，2012）。既婚女性医
師の内の３割前後が非常勤勤務となっていると言う。また，15歳未満の子どもが居
る場合，６時間以上も労働時間を短縮しており，就学前の子どもの世話をするため
だけでなく，大きくなった子どもへ教育を施すためにも家庭での時間を要している
可能性が指摘されている（中村，2012）。三歳児神話の固定観念から脱却し，出産
後のブランクを短くすることが臨床医継続の秘訣であるとの見方もある（児玉ら，
2011）。医師の場合，常勤医として長時間拘束されるよりも，限られた時間で効率よ
く稼げる非常勤医の方が，収入面で割が良いため，モラル破壊を生じさせることが
懸念されている（桃井，2013）が，この点は，保育士の置かれている状況とは全く
異なる。片岡ら（2014）は，復職に必要なものとして，「家族のサポート」「上司の理解」
「同僚の理解」を指摘している。また，星野ら（2013）は，「女性医師本人のモチベーショ
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ンと意欲」が就労継続に最も必要な条件とし，次いで「託児施設の充実」や「配偶
者の理解と協力」を挙げている。本人のモチベーションと意欲が就労継続に最大の
影響力を及ぼすということについては，保育士の就労継続条件としても同じく，中
根（2014）が「保育士本人が自らの出産・育児経験を通じ，さらなる専門職として
の成長・発達欲求をもつ」ことを指摘している。この点について内藤（2016）は，「母
親役割と医師役割の葛藤」が常勤継続にマイナスの影響を及ぼすとする。女性医師は，
自身が高学歴であり，自分が受けてきた教育を基準に考えるとすれば，子どもの成
長に伴って教育に向き合う時間が必要となる。また，自分が親にしてもらったこと
を自分の子どもに出来ないことに罪悪感を抱くことが葛藤要因となり，常勤継続を
断念する理由とする。保育者養成校も４年制大学が多くなり，高学歴化が進行して
いることから，保育者にもあてはまる事柄かもしれない。子育てが大変なのは就学
前であると限定せず，子どもの発達に即した両立上の課題の検討が必要であろう。
　ここでは，特に就労継続の制度的未整備や離職による人手不足の問題が共通して
いる女性医師を対象として比較検討を試みた。昨今の医師に占める女性医師の急速
な増加が，両立問題と相まって医師不足を招いている。そのため，如何に女性医師
の両立を可能にし，人材を確保するかが緊切的な問題となっていることから，当事
者の仕事や子育てに対するより詳細な認識を解明し，早急な打開策の導出を目指し
ているようである。保育士の場合も，就学前の子どもに限らず，子どもの発達期に
応じた子育ての経験を詳細に検討し，仕事への影響や子育て自体への認識について
明らかにすることも，就労継続の方途を探る今後の課題と言えよう。
Ⅴ　まとめ
　本稿では，私的な子育てをめぐる雇用条件や職場の状況といった環境要因，保育
者の私的な子育てに対する認識という個人の内的要因の両面から，保育士にとって
の私的な子育てをめぐる現況を整理した。その結果，次のようなことが明らかになっ
た。まず，両立するにあたっては，法制度の効果的な活用が鍵であることが分かった。
正規採用のままで最大限，理想の子育てを優先する時期を確保する方途を探ること
が肝要である。男女共同参画社会の推進，一億総活躍を政府の意向とする中，力量
のある人材確保の観点から，多様な働き方改革がなされ，離職しなくても一時的に
仕事よりも家庭生活・子育てを重視した生き方を実現できる可能性が拓かれてきて
いる。制度利用に関するより活発な広報や利用者支援を進めつつ，保育という私的
な子育てが仕事に直接的な効果として結びつく専門性を生かし，子どもや保護者理
解という，専門性の質の向上が期待される子育て経験者を現場で確実に活用する組
織作りが求められる。
　次に，重要なことは両立に向けた当事者のモチベーションの維持である。両立に
は当然，仕事にも子育て，家庭にも困難は避けられない。しかしながら，その困難
に対処する中で保育の専門性が洗練されている事実も確認出来た。保育の現場にお
いて，同じような立場を志向する同僚のためにも，在園児の保護者のためにも，園
に存在すること自体も意義あることと言え，これを自覚することが就業継続のモチ
ベーションになるのではないかと考える。もちろん，私的な子育てを経験すること
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わが国の保育士の私的な子育てをめぐる動向
が保育の専門性の質を高める必要十分条件ではないが，多様な経験の１つとして私
的な子育てを位置付け，専門的な力量を効果的に発揮し，活用できるような同僚と
の協働の在り方も工夫の余地がありそうである。
　最後に，これまで子育てとの両立で最も大変な時期は，子どもの就学までと捉え
られがちであったが，女性医師を対象とした研究から，それ以降の発達期にも引き
続き時間とエネルギーを要する子育て上の課題があり，両立の困難さにつながる可
能性が示唆された。保育士を対象として，保育士が考える私的な子育てについてよ
り詳細な検討を行い，保育現場に必要な人材として，両立を促すために必要な方策
を見出すことも今後の課題である。
　保育の仕事は，次世代を育てるという意味において，両立の有用性を見出しやす
いことが強みである。他職種のように仕事が家庭に負の影響を与えることが認識さ
れにくいことも確認できた。私的な子育てと保育の両立の有用性を具体的に示しな
がら，両立する法制度の活用の仕方を紹介する等して，就職後の人生に見通しを持ち，
自らの働き方のプランを描いてみるような，養成期におけるキャリア教育も検討の
余地がありそうである。今後の検討課題としたい。
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註
１）「スピルオーバー」とは，仕事と家庭の一方の役割での状況が他方の役割に持ち
込まれることをさす。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
Trends Relating to Private Child-rearing of Childcare Worker in Japan
In this research, the present situation of private child-rearing 
to childcare worker had been organized here from the viewpoints of 
environmental factors such as employment conditions related to private 
child-rearing and from the viewpoints of the personal internal factors such 
as the understanding of private child-rearing of childcare worker. As a 
result, in order to achieve the coexistence of both family and work, it is 
found that the system of various working style reforms has been utilized. 
Also, in dealing with the difficulties of both family and work, it is found 
that the expertise of childcare was refined. Finally, the results of this 
study are discussed and future problems are described. 
Keywords: childcare worker, private child-rearing, coexistence, work style
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